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 ・ 議案第１号関係資料 

Ｉ－７４２７ 
市道 大芝１９号線 
認定区間 
延長  475.0ｍ 
幅員  10.0ｍ 
ｍ 

西箕輪 2148-5 

西箕輪 2148-875 

 

市道路線認定位置図 
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AA 

 

市道路線変更位置図 議案第２号関係資料（１） 

 
東春近 6806-2 

Ｉ－６１００ 
市道 前坂線 
既認定区間 
延長  1,947.8ｍ 
幅員  2.6～6.4m 

Ｉ－６１００ 
市道 前坂線 
変更後区間 
延長  1,322.0ｍ 
幅員  2.6～6.4m 

Ｉ－６１００ 
市道 前坂線 
廃止区間 
延長  145.8ｍ 
幅員  3.3～3.5m 

Ｉ－６３８３ 
市道 東原３３号線 
再認定区間 
延長  480.0ｍ 
幅員  3.5～3.6m 

東春近7711-1 

東春近 958 

東春近 7192 
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市道路線変更位置図 議案第２号関係資料（２） 

東春近 7000-7 

東春近 7732-1 

Ｉ－６１４２ 
市道 東原１号線 
既認定区間 
延長  1,820.7ｍ 
幅員  2.7～6.0m 

Ｉ－６１４２ 
市道 東原１号線 
変更後区間 
延長  905.0ｍ 
幅員  3.2～6.0m 

Ｉ－６１４２ 
市道 東原１号線 
廃止区間 
延長  325.7ｍ 
幅員  3.0～3.1m 

Ｉ－６３８４ 
市道 東原３４号線 
再認定区間 
延長  590.0ｍ 
幅員  2.7～4.0m 

東春近 9905 

東春近 7171 
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市道路線変更位置図 議案第３号関係資料 

Ｉ－１２４２ 
市道 春日町２号線 
既認定区間 
延長  93.5ｍ 
幅員  1.8～3.0m 

Ｉ－１２４２ 
市道 春日町２号線 
変更後区間 
延長  75.0ｍ 
幅員  2.6～3.0m 

Ｉ－１２４２ 
市道 春日町２号線 
廃止区間 
延長  18.5ｍ 
幅員  1.8～2.1m 

医療法人暁会の 
自営工事による接続道路 

西町 4900-12 

西町 4908-3 

西町 4908-8 
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美すずスポーツ公園運動場改修工事説明資料 

 

工 事 名 美 す ず ス ポ ー ツ 公 園 運 動 場 改 修 工 事 

工種、金額 

及 び 

相 手 方 

工  種 金  額 相  手  方 

建 築 工 事 
１９３,１６０,０００円     

（内消費税 １７,５６０,０００円）    

清野建設株式会社 

代表取締役 栗原 敦司  

工 事 概 要 

建築工事 

(1) グラウンド造成（拡張）及び外構工事 

(2) 既存施設（管理室・トイレ棟、倉庫）の解体及び新設  

(3) 付属構造物（ネットフェンス、バックネット等）の撤去及び新設 

工 事 期 間 契約の日から令和７年３月２８日まで 

予       算 総事業費 １９９,９９１,０００円 主な財源 
第８２回国民スポーツ大会市町村競技施設整備費補助金（県補助金） 

ふるさと応援基金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４号関係資料（１） 
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議案第４号関係資料（２） 美すずスポーツ公園運動場改修工事概要図 

新設 管理室・トイレ棟

新設 倉庫

新設 ダグアウト

競技場 Ａ

競技場 Ｂ 

新設 ダグアウト 新設 バックネット 
新設 ネットフェンス 

拡張幅 

約 22.5ｍ 

芝生広場（既存） 

全体改修図 

新設 管理室・トイレ棟 

新設 倉庫 

倉 庫 

駐車場 拡張 

駐車場（既存） 

男子トイレ 

多目的 

トイレ 

女子トイレ 

管理室 
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長野県後期高齢者医療広域連合規約新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下

「高齢者医療確保法」という。）に規定する後期高齢者医療制度の事務のうち、次

に掲げる事務を処理する。ただし、各号の事務のうち、別表第１に定める事務につ

いては、関係市町村において行う。 

(1) 被保険者の資格の管理に関する事務 

(2) 医療給付に関する事務 

(3) 保険料の賦課に関する事務 

(4) 保健事業に関する事務 

(5) その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

 

 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下

「高齢者医療確保法」という。）及び高齢者医療確保法に基づく命令に基づき後期

高齢者医療広域連合が行うものとされた後期高齢者医療の事務及びそれに付随する

事務を処理する。 

 

 

（広域連合の経費の支弁の方法） 

第17条 略 

２ 前項第１号に規定する関係市町村の負担金の額は、別表第２に定めるところによ

り広域連合の予算において定めるものとする。 

 

 

（広域連合の経費の支弁の方法） 

第17条 略 

２ 前項第１号に規定する関係市町村の負担金の額は、別表に定めるところにより広

域連合の予算において定めるものとする。 

 

 

別表第１（第４条関係） 

１ 被保険者の資格管理に関する申請及び届出の受付 

２ 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

３ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付 

４ 医療給付に関する申請及び届出の受付並びに証明書の引渡し 

５ 保険料に関する申請の受付 

６ 上記事務に付随する事務 

 

 

 

別表第２（第17条関係） 

略 

 

別表（第17条関係） 

略 

議案第５号関係資料 
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伊那市組織条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（部の設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の規定により、市長の権

限に属する事務を分掌させるため、その内部組織として次の部を設置する。 

総務部 

企画部 

文化スポーツ部 

市民生活部 

保健福祉部 

 

農林部 

商工観光部 

建設部 

水道部 

 

 

（部の設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の規定により、市長の権

限に属する事務を分掌させるため、その内部組織として次の部を設置する。 

総務部 

企画部 

 

市民生活部 

健康福祉部 

こども部 

農林部 

商工観光部 

建設部 

水道部 

 

 

（事務分掌） 

第２条 前条に規定する部の事務分掌は、次のとおりとする。 

総務部 略 

企画部 

(1) 略 

(2) 地域政策及び人口増対策に関すること。 

(3) 略 

文化スポーツ部 

(1) 文化振興及び交流促進に関すること。 

(2) 人権及び男女共同参画に関すること。 

(3) スポーツに関すること。 

市民生活部 略 

保健福祉部 

(1) 福祉関係各法の措置及び決定その他社会福祉に関すること。 

 

（事務分掌） 

第２条 前条に規定する部の事務分掌は、次のとおりとする。 

総務部 略 

企画部 

(1) 略 

(2) 地域政策及び人口増対策並びに人権及び男女共同参画に関すること。 

(3) 略 

 

 

 

 

市民生活部 略 

健康福祉部 

(1) 福祉関係各法の措置及び決定その他社会福祉に関すること。 

議案第６号関係資料（１） 
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旧 新 

(2) 子育て支援に関すること。 

(3) 疾病予防、健康増進及び医療並びに国民健康保険に関すること。 

(4) 介護保険及び高齢者福祉に関すること。 

 

 

 

農林部～水道部 略 

 

 

 

 

(2) 疾病予防、健康増進及び医療並びに国民健康保険に関すること。 

(3) 介護保険及び高齢者福祉に関すること。 

(4) スポーツに関すること。 

こども部 

(1) 子育て支援に関すること。 

農林部～水道部 略 
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伊那市予防接種健康被害調査委員会条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、保健福祉部健康推進課において処理する。 

 

 

 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

 

 

 

 

 

議案第６号関係資料（２） 
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伊那市医療政策審議会条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、保健福祉部健康推進課において処理する。 

 

 

 

 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

 

 

議案第６号関係資料（３） 
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伊那市子ども・子育て審議会条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、保健福祉部子育て支援課において処理する。 

 

 

 

 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、こども部において処理する。 

 

 

 

議案第６号関係資料（４） 
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伊那市教育に関する事務の職務権限の特例を定める条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第23条第１項

の規定により教育委員会の職務権限に係る事務のうち市長が管理し、及び執行するも

のは、次のとおりとする。 

(1) 文化に関すること（文化財の保護に関することを除く。）。 

(2) スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第23条第１項

の規定により教育委員会の職務権限に係る事務のうち市長が管理し、及び執行するも

のは、スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第６号関係資料（５） 

- 15 -



 

 

伊那市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)～(2) 略 

 (3) 特定個人情報 法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

 (4) 個人番号利用事務実施者 法第２条第12項に規定する個人番号利用事務実施者

をいう。 

 (5) 情報提供ネットワークシステム 法第２条第14項に規定する情報提供ネットワ

ークシステムをいう。 

 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 (1)～(2) 略 

 (3) 特定個人情報 法第２条第９項に規定する特定個人情報をいう。 

 (4) 個人番号利用事務実施者 法第２条第13項に規定する個人番号利用事務実施者

をいう。 

 (5) 情報提供ネットワークシステム 法第２条第15項に規定する情報提供ネットワ

ークシステムをいう。 

(6) 特定個人番号利用事務 法第19条第８号に規定する特定個人番号利用事務をい

う。 

(7) 利用特定個人情報 法第19条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

 

 

 （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる

事務及び市長又は教育委員会が行う法別表第２の第２欄に掲げる事務とする。 

２ 略 

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために必要

な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用

することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使

用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることがで

きる場合は、この限りでない。 

４ 略 

 

 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う

同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる

事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人番号利用事務とする。 

２ 略 

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度で、

利用特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りで

ない。 

４ 略 

 

 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供することができる場合

 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供することができる場合

議案第７号関係資料 
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旧 新 

は、法別表第２の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対して、同

表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情

報の提供を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を

提供するときとする。 

２ 略 

 

は、市長が教育委員会に対し、又は教育委員会が市長に対して、特定個人番号利用

事務を処理するために必要な利用特定個人情報の提供を求めた場合において、市長

又は教育委員会が当該利用特定個人情報を提供するときとする。 

 

２ 略 

 

別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

略   

２ 市長 生活に困窮する外

国人に対して生活

保護法の規定に準

じて実施する生活

保護の措置に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

略 

生活保護法による保護の実施、就労自立給付金若しく

は進学準備給付金の支給又は被保護者健康管理支援事

業の実施に関する情報であって規則で定めるもの 

 

略 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

略   

２ 市長 生活に困窮する外

国人に対して生活

保護法の規定に準

じて実施する生活

保護の措置に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

略 

生活保護法による保護の実施、就労自立給付金若しく

は進学・就職準備給付金の支給又は被保護者健康管理

支援事業の実施に関する情報であって規則で定めるも

の 

略 
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伊那市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を定める条例新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 （基本方針） 

第２条 略 

２ 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規

則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140条の66第１号ロ(2)に

規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）の意見を踏まえて、適切、公

正かつ中立な運営を確保するものとする。 

 

 

（基本方針） 

第２条 略 

２ 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規

則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140条の66第１号イに規

定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）の意見を踏まえて、適切、公正

かつ中立な運営を確保するものとする。 

 

 

 （人員に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員

の員数は、原則として次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 (1)～(3) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域に

一の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センター運

営協議会において認められた場合は、当該地域包括支援センターの人員配置基準

 

 （人員に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員

の員数（地域包括支援センター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援

センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該

地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて

常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域包括支援センターの

職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）によることができる。次

項において同じ。）は、原則として次のとおりとする。 

 (1)～(3) 略 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援セン

ターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当

する区域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地

域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支援センタ

ーがそれぞれ同項各号の基準を満たすものとする。この場合において、当該区域内

の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数の基準は同項各号に掲げ

る者のうちから２人とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域

に一の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センター

運営協議会において認められた場合は、当該地域包括支援センターの人員配置基準

議案第８号関係資料 

- 18 -



 

旧 新 

は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

担当する区域における第

１号被保険者の数 

人員配置基準 

おおむね1,000人未満 前項各号に掲げる者のうちから１人又は２人 

おおむね1,000人以上

2,000人未満 

前項各号に掲げる者のうちから２人（うち１人は専らそ

の職務に従事する常勤の職員とする。） 

おおむね2,000人以上

3,000人未満 

専らその職務に従事する常勤の前項第１号に掲げる者１

人及び専らその職務に従事する常勤の同項第２号又は第

３号に掲げる者のいずれか１人 

 

 

 

は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

担当する区域における第

１号被保険者の数 

人員配置基準 

おおむね1,000人未満 第１項各号に掲げる者のうちから１人又は２人 

おおむね1,000人以上

2,000人未満 

第１項各号に掲げる者のうちから２人（うち１人は専ら

その職務に従事する常勤の職員とする。） 

おおむね2,000人以上

3,000人未満 

専らその職務に従事する常勤の第１項第１号に掲げる者

１人及び専らその職務に従事する常勤の同項第２号又は

第３号に掲げる者のいずれか１人 
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